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	当社の親会社である三井不動産株式会社について、支配株主等に関する事項は、以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。
	１．親会社等の商号等
	（平成28年３月31日現在）
	２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係
	当社は、親会社の企業グループが営む主なセグメントを構成する事業として、戸建住宅建築工事の請負等を行っており、戸建住宅分譲事業の一部において、同グループより事業機会を得ています。但し、当社における同グループに対する売上比率は0.7％であり、同グループとの事業の棲分けも明確になされていることから、また、当社の取締役に親会社の取締役との兼務者もいないことから、当社の事業活動に関し同グループからの制約を受けておりません。そのため、当社は、親会社の企業グループから自由な事業活動を阻害される状況にはなく、当...
	３．支配株主等との取引に関する事項
	４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況
	当社は、親会社の企業グループが営む主なセグメントを構成する事業として、戸建住宅建築工事の請負等を行っておりますが、同グループ内における当社事業は明確に棲み分けられております。また、当社の取締役には親会社の取締役等もいないことから、当社独自の経営判断による自由な事業活動を阻害される状況にはなく、当社に対する同グループからの制約はありません。当社における上場企業としての独立性は充分に保たれておりますので、親会社との取引等においても少数株主に不利益を与えることはなく、グループシナジー効果による積極的な事...
	以　上

